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	スライド 1: 中小企業等経営強化法による固定資産税（償却資産等）の特例措置 （地方税法附則旧第64条）
	スライド 2:    　生産性向上特別措置法の施行日（平成30年6月6日）から令和5年3月31日まで  に取得された設備  　　先端設備等導入計画の認定後に設備取得することが必須です。  　　事業用家屋と構築物の取得は令和2年4月30日から令和5年3月31日です。      　松山市市税賦課徴収条例により、特例割合をゼロと定めました。      　特例の適用を受けるためには、固定資産税（償却資産）申告書の提出時に、下  記の書類も併せてご提出ください。  ①特例適用申告書（松山市ホームページからダウンロー

